
別紙様式第４号

（注）農業地域類型欄には、地区の農業地域類型（都市的地域、平地農業地域、中間農業地域、山間農業地域）を記載すること。

Ⅰ　地区の成果目標 （単位：経営体、％）

Ⅱ　助成対象者の成果目標
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円

円

円

円

円

円

担い手確保・経営強化支援事業目標達成状況報告書（１年度目）

都道府県名 市町村名 事業実施地区名 農業地域類型 計画承認年度 目標年度 事業実施主体

川西町

項　　　目

目標
達成状況（上段：計画、下段：実績） １年度目

達成状況
（％）１年度目 ２年度目

３年度目
（目標年度）

山形県 川西町 中大塚/犬川 平地農業地域 令和４年度 令和６年度

1

事業実施主体
が認める者

事業実施主体
が認める者以
外の者

1 2

選
択
目
標

① 経営面積の拡大
0 2 2

必
須
目
標

付加価値額
の拡大

対
象
者
区
分

-

② 農産物の価値向上

③ 農業経営の複合化

④ 農業経営の法人化
0 0 1

-

⑤ 青色申告の取組

⑥ 環境配慮の取組

⑦ 農作業の共同化

⑧ 労働時間の縮減

⑨ 輸出の取組
0 0 1

1 遠藤　隆政

付加価値額の拡大 1,417,600
1,417,600 2,167,000

No 助成対象者名 項　　　目 現状

目標
達成状況（上段：計画、下段：実績）

2,918,000
-

所得税青色申
告決算書1,768,891 0 0

実績を確
認した資料
名等1年度目 2年度目

３年度目
（目標年度）

１年度目
達成状況
（％）

-
14,933,158

費用総額 14,418,443
14,418,443 15,209,000 16,000,000

収入総額 14,998,403
14,998,403 16,526,000 18,068,000

-
13,914,978

人件費 837,640
837,640 850,000 850,000

-
750,711

経営面積の拡大(ha) 15.3
15.3 16.7 17.3

算定
内訳

-
0

補正の内容

-
水稲共済細目

書15.3

農業経営の法人化 0
0 0 1

78,000,000 79,412,000
95,229,380

10,412,000
426 損益計算書等

11,904,584 0 0
7,700,000 9,000,000

76,000,000

101,731,335

人件費 19,032,316
19,900,000 20,000,000 20,000,000

費用総額 88,219,411
88,200,000 89,000,000 89,000,000

18,406,539

経営面積の拡大(ha) 34.7
34.7 35.7 36.7

-

算定
内訳

収入総額 75,599,084

水稲共済細目
書34.7

輸出の取組 米8t
米8t 米8t 米15t

- 納品書
米7ｔ

補正の内容

2
有限会社山形川西
産直センター

付加価値額の拡大 6,411,989

令和４年度



Ⅲ　達成状況に関する事業実施主体の所見(評価)

Ⅳ　その他

　人・農地プランの作成状況

　（１）作成した日　　　　年　　　　月　　　　日

　（２）今後の見通し（未作成の場合）

〔記入要領〕
1

2

3

4

【遠藤隆政】
・令和４年については、現状を上回る目標設定をしていないが、付加価値額を伸ばしており、順調に営農していると考えられる。
【産直センター】
・付加価値額について、目標年度の数値以上となった。

　「現状」「目標」欄は、担い手支援計画及び経営体調書の成果目標の「現状」、「３年度（目標年度）」欄の内容を記入する。
　Ⅰ及びⅡの「達成状況」欄の上段は、担い手支援計画及び経営体調書にある計画を記入し、下段は、当該年度の実績を記載し、　「○
年度目の達成状況（％）」欄はその年度の計画に対する達成状況を記入する。

　Ⅱの助成対象者の成果目標に関する達成状況は、担い手支援計画の添付資料である経営体調書に掲げた経営体の成果目標の項目
について、助成対象者毎に記入する。また、付加価値額の拡大（算定内訳を含む。）について、実績を補正したものについては、実績値
の前に（補）と記載する。「項目」欄の「補正の内容」欄には、実績を補正したものについて、補正の要因及び補正の方法（実績値の補正
過程）を記載する。なお、記入欄は対象経営体数等に応じて適宜挿入すること。
　Ⅱの助成対象者の成果目標達成状況の達成率は、(実績-現状）/(年度計画-現状)×100により求めるものとする(小数第2位は切り捨
て、小数第1位まで記入する。）。

　Ⅲの「達成状況に関する事業実施主体の所見（評価）」欄は、成果目標の達成状況を勘案して記入するものとし、達成に立ち遅れがあ
る場合には、その要因を把握した上で達成に向けた具体的な取り組み内容を記入すること。なお、担い手支援計画承認年度及び目標年
度前年度の必須成果目標の達成状況がいずれも80％未満である助成対象者又は、目標年度における必須成果目標の達成状況が80％
未満である助成対象者については、専門家等を活用した重点的な指導内容を記入すること。
　また、目標年度において目標が達成されていない場合（必須目標が達成されていない場合又は選択目標がおおむね達成されていな
い場合）は、別途、別紙様式５号により助成対象者ごとに未達成となった理由を整理し、目標達成に向けた具体的な改善措置及び達成
見込時期等を記入するとともに、地域への影響等と構造政策を進めるための今後の取組方向を記入する。
　Ⅳについては、事業実施時点で人・農地プランを作成していない地区である場合（実施要綱別記第１の２の（４）に該当する地区である
場合）に記入する。


